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京大東アジアセンターニュースレター   第 481号   






























2013 年 8 月 18 日(日) 13 時 
中国人民大学・京都大学共同経済研究センター 




挨拶 人民大学経済学院 院長 楊 瑞龍 
日本汽車工業協会北京代表処 処長 新野 雅史 
    
13:10-14:00 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  現代自動車から何を学ぶか 
  
14:00-14:40 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス 
  
14:40-15:20 































人 3 社、個人 5 名）がなされていることも併せて報告申し上げます。 
（文責 京大東アジア経済研究センター 矢野剛） 
 
京都大学大学院経済学研究科東アジア経済研究センター協力会会長就任のご挨拶 
                                   2013 年 8 月 12 日 
 京都大学大学院経済学研究科東アジア経済研究センター協力会会長 
   京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー 




 協力会会員の皆々様には、永年に亘り、京大東アジアセンター（2002 年 12 月創立）並びに同協力会




































2014 年 3 月頃出版予定となっています。また、この為の調査研究費と出版資金も既に昨年度中に積立
済となっています。 
こうした中、私共の京大東アジアセンター協力会は、今年（2013 年）7 月より創立 10 周年目に入り、
来年（2014 年）７月の総会時に満 10 周年の記念日を迎えることになります。 
このセンターと協力会の連続した 10 周年を記念し、創立以来初めての試みですが、協力会では、昨
年（2012 年）1 月 1 日より、「センター並びに協力会ダブル 10 周年記念会員増強 2 カ年運動（実際に
は 2014 年 7 月 12 日（土）までの 2 か年半運動）」を実施中です。 
この間の新入会員様の獲得目標は、スタート時点（2011.12.31.現在の実入金ベースで法人会員様 30




能な所まで来ております。但し、途中退会法人、個人もでています（法人 10 社、個人 22 人）ので、純
増の 2 倍増はしばらく先となります。 
 この流れを受け、今年度（2013.4.1.～2014.3.31.）の年会費予算目標額は、創立以来はじめて 700 万
円の大台替りを目標額としました。この目標額は、初年度 300 万円、2 年目 550 万円、3 年目から昨年
度（2012.4.1.～2013.3.31.）まで毎年 600 万円としてきました。この間の実績はリーマンショック後の
3 年間のみが目標未達で、あとの 6 年間は目標を達成しており、途中若干の苦労はあったものの概ね 9
年間順調に推移、発展してきた、と言えます。 
これらの諸目標達成の為、協力会 10 周年入りの今期に役員体制の大幅刷新を図りました。この結果、































先ずそもそものきっかけは、私は 2001 年 3 月～2002 年 2 月まで満 65 歳で住友銀行の子会社社長を定
年退職後、日を置かずかねてからの希望であった中国西安交通大学へ語学留学しました。その留学中の


















1 社当たり年間 30 万円の協力金をいただければ、300 万円になるので、どうだろうか。」とのご相談で
した。 
そこで私は、この話を聞くなり、即座に「この案では絶対にダメです。住友銀行だけでも 30 万円出


































この 9 年間の動きをみると、大半この当初 3 人で設計した通りに進み、その最終目標であった社会還元
の最たるものとしての「アジア経済本」の出版まで出来て今日に至っている、と言ってよい状態です。 
 去る 2013 年 8 月 5 日大阪で関経連主催のシンポジウム「グローバル人材を活用した関西の活性化を
考える」で、基調講演をされた京大の松本紘総長は、その 50 分程のご講演の中で、正にこの「産学連







































去る 2013.7.29.付ニュースレター第 479 号で編集長の矢野剛副センター長が「今後とも協力会会員様
からの諸報告、エッセイ等のご投稿を募る予定でおります。執筆していただける協力会会員様は 
shkyoryokukai@yahoo.co.jp     までご一報いただければ幸いです。」とご寄稿のお願いとご案内を
書いておられますので、併せご紹介しておきます。どうぞよろしくお願いいたします。 
 











































































京都大学東アジア経済研究センター協力会第 6 期役員体制 
（2013 年 7 月 13 日付、任期 2014 年 7 月） 
 
・顧    問 松本紘   京都大学総長 
・特別顧問 立石忠雄 財団法人京都オムロン地域協力基金専務理事、元協力会会長 
     森瀬正博 京都総合経済研究所代表取締役会長、元協力会会長 
 土井伸宏 株式会社京都銀行常務取締役、前協力会会長 
・会   長 大森經德 社団法人大阪能率協会副会長、元住友銀行取締役、前協力会副会長 
京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー 
元経・同窓会大阪支部副支部長、現近畿支部顧問（S.33 年卒）  
・副 会 長 安居祥策 日本政策金融公庫総裁、前帝人株式会社会長 
           元経・同窓会副会長・東京支部長（S.32 年卒） 
      岡野徹  前旭有機材工業株式会社会長、元旭化成株式会社専務取締役 
           元経・同窓会副会長・東京支部副支部長（S.38 年卒） 
      河合司二 大和ハウス工業株式会社顧問、元副社長 
            元経・同窓会副会長・大阪支部長、現近畿支部顧問（S.39 年卒） 
小島正憲 株式会社小島衣料オーナー、中小企業家同友会アジア情報センター代表、東ア
ジアセンター外部研究員 
           田中秀夫 愛知学院大学教授、京都大学名誉教授 
           前京大大学院経済学研究科長・経済学部長  
・理   事 広岡義雄 オムロン株式会社取締役室参与 
      山本弘之 株式会社京都銀行執行役員証券国際部長 
嘉野浩市 京セラ株式会社関連会社統轄本部長 







西岡直樹 大和ハウス工業株式会社執行役員海外事業部長  
古川哲也 アサヒビール株式会社理事・近畿圏統括本部総務部長  
           澤井克行 ダイキン工業株式会社執行役員 
      木村将裕 住友商事株式会社自動車事業第一本部自動車リテイルファイナンス事業部プ
ロジェクトマネージャー 
      植田和弘 京都大学経済学研究科長 
      白須正  京都市産業観光局長 
       田中準一 京都府商工労働観光部長 
      山下徹朗 京都商工会議所常務理事 
      宇野輝   株式会社森精機製作所顧問、京都大学経済学部特任教授、 
京都大学大学院経済学研究科・経済学部フェロー 
            吉村昭道 新日本コンピュータマネジメント株式会社取締役 
           元住友金属工業株式会社参与 
髙木純夫 公益財団法人日本漢字能力検定協会海外事業部長（東京） 
           元伊藤忠商事株式会社瀋陽・ハルピン事務所長、元関経連国際部参与 
      橋本裕夫 有限会社共同設計企画取締役 
           日中友好経済懇話会副代表幹事（京都） 
・監  事  川分陽二  オーピーシー株式会社取締役、元京都大学経営管理大学院非常勤講師 









                                                                                                  
                          京都大学東アジア経済研究センター協力会会長   
                        京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー 
                    西安交通大学中国西部発展研究中心資深顧問（Senior Adviser） 























































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2            





7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年             
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8   14.5 14.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
